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第 章   宇治市の子ども・子育てを取り巻く現状と課題 

 
 

１ 人口と出生率等の状況 

（１）人口の推移 

① 総人口（宇治市） 

本市の人口推移をみると、総人口は年々減少し、平成 31 年４月現在で 186,657

人となっています。また、年齢３区分別人口構成の推移をみると、年少人口（0～14

歳）は減少しているのに対し、老年人口（65 歳以上）は増加しており、少子高齢化

が進んでいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳（各年 4月 1日現在） 

  

資料：住民基本台帳（各年4月1日現在）

25,872 25,340 24,727 24,151 23,580

114,527 112,631 111,440 110,265 109,422

49,773 51,165 52,290 53,057 53,655

190,172 189,136 188,457 187,473 186,657

0

50,000

100,000

150,000

200,000

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年

(人)

年少人口（０～14歳） 生産年齢人口（15～64歳）

老年人口（65歳以上）
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② 18歳未満人口（宇治市） 

18 歳未満人口は、０～５歳、６～11 歳、12～17 歳の区分のすべてで減少して

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳（各年 4月 1日現在）  

資料：住民基本台帳（各年4月1日現在）

9,244 8,998 8,660 8,369 8,153

10,898 10,696 10,506 10,279 9,961

11,631 11,553 11,373 11,268 11,170

31,773 31,247 30,539 29,916 29,284 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年

(人)

０～５歳 ６～11歳 12～17歳
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③ 年齢別就学前児童数（宇治市） 

本市の０歳から５歳の子ども人口は平成27年以降減少しており、平成31年４月現

在で8,153人となっています。年齢によっては前年比微増している年がありますが、

5年間の推移はどの年齢も減少傾向になっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳（各年 4月 1日現在） 

 

 

④ 6歳～11歳の年齢別就学児童数（宇治市） 

本市の6歳から11歳の子ども人口は平成27年以降減少しており、平成31年４月現

在で9,961人となっています。年齢によっては前年比微増している年がありますが、

5年間の推移はどの年齢も減少傾向になっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳（各年 4月 1日現在） 

  

資料：住民基本台帳（各年4月1日現在）

1,398 1,334 1,246 1,239 1,181

1,420 1,454 1,381 1,284 1,305

1,514 1,435 1,447 1,390 1,299

1,602 1,510 1,455 1,468 1,402

1,650 1,612 1,519 1,470 1,479

1,660 1,653 1,612 1,518 1,487

9,244 8,998 8,660 8,369 8,153 

0

2,500

5,000

7,500

10,000

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年

(人)

０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳

６歳 ７歳 ８歳 ９歳 10歳 11歳

資料：住民基本台帳（各年4月1日現在）

1,758 1,675 1,644 1,604 1,516

1,802 1,765 1,675 1,634 1,610

1,835 1,795 1,755 1,672 1,629

1,797 1,844 1,796 1,746 1,664

1,817 1,795 1,847 1,786 1,751

1,889 1,822 1,789 1,837 1,791

10,898 10,696 10,506 10,279 9,961 

0

3,000

6,000

9,000

12,000

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年

(人)

６歳 ７歳 ８歳 ９歳 10歳 11歳
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⑤ 人口動態（宇治市） 

人口動態をみると、社会動態（転入・転出）では、平成 24 年以降、転入数に比べ

転出数が多くなる傾向にあります。また、自然動態（出生・死亡）では、平成 22 年

及び平成 23 年は、死亡数に比べ出生数が上回っていましたが、平成 24 年以降は死

亡数が出生数を上回っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：宇治市統計書 

 

単位：人 

区分 平成 22年 平成 23年 平成 24年 平成 25年 平成 26年 平成 27年 平成 28年 平成 29年 

転入 6,666 7,009 6,524 6,215 6,198 6,249 6,255 6,476 

転出 6,886 6,783 7,048 7,018 6,854 7,138 6,830 6,794 

出生 1,620 1,577 1,544 1,432 1,384 1,369 1,296 1,246 

死亡 1,452 1,521 1,555 1,567 1,674 1,713 1,670 1,701 

 

  

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年

（人）

転入 転出 出生 死亡
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※コーホート要因法 … 同じ時期に出生した集団の「生残率」「純移動率」などの指

標を用いて人口を推計する方法。 

宇治市第５次総合計画においても用いている方法です。 

 

⑥ 12歳未満人口の推計（宇治市） 

本市の人口推移（平成 27 年～平成 31 年の住民基本台帳）をふまえて、コーホー

ト要因法（※）を用い、令和２年から令和６年の１２歳未満人口を推計しました。 

12 歳未満人口は、令和２年から令和６年にかけて、年々減少していくことが予想

されます。 

年齢区分別でみると、各年齢で令和２年から令和６年にかけて年々減少すると予想

されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

1,394 1,357 1,321 1,286 1,250

2,475 2,559 2,734 2,662 2,592

4,162 3,975 3,756 3,824 3,889

4,594 4,448 4,367 4,167 4,019

5,035 4,836 4,689 4,572 4,465

17,660 17,175 16,867 16,510 16,215 

0

4,000

8,000

12,000

16,000

20,000

令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年

(人)

０歳 １・２歳 ３～５歳 ６～８歳 ９～11歳
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（２）出生数の推移 

① 出生数の推移（宇治市） 

本市の出生数は年々減少しており、平成 29 年で 1,231 人と平成 25 年と比べて

191人減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

資料：厚生労働省 人口動態統計 

 

 

② 出生率の推移・比較 

本市の出生率は、平成 25 年以降、年々減少傾向にあり、京都府、全国の値を下回

っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：厚生労働省 人口動態統計 

 

  

7.5 7.3
7.3

7.0
6.7

7.8 7.6 

7.7 7.6 7.3 

8.2 
8.0 8.0 

7.8 
7.6 

5.0

6.0

7.0

8.0

9.0

10.0

平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年

（人口千対）

1,422 1,377 1,330 1,288 1,231

0

500

1,000

1,500

平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年

(人)

宇治市 京都府 全国
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③ 合計特殊出生率（宇治市） 

ベイズ推定値（※）による本市の合計特殊出生率は、低下傾向にありましたが、平

成 20 年～平成 24 年に上昇し、1.35 となっているものの、人口を維持するために

必要とされる 2.07を大きく下回っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：人口動態統計特殊報告 

 

 

④ 合計特殊出生率の推移・比較（京都府・全国） 

合計特殊出生率をみると、全国は平成 25 年以降、横ばいとなっており、平成 29

年に 1.43 となっています。また、京都府は平成 27 年に大きく増加して以降、緩や

かに減少しており、平成 29年に 1.31となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国立社会保障・人口問題研究所「人口統計資料集」、厚生労働省「人口動態統計」  

1.26 1.24 

1.35 1.34 
1.31 

1.43 1.42 
1.45 1.44 1.43 

1.0

1.2

1.4

1.6

平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年

京都府 全国

1.35
1.30

1.27

1.35

1.0

1.2

1.4

1.6

平成５年～

平成９年

平成10年～

平成14年

平成15年～

平成19年

平成20年～

平成24年

※市町村では出生数などの標本数が少ないため、より広い範囲である都道府県のデータを活

用して推定する手法を適用しています。 
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⑤ 母親の年齢別出生数の推移（宇治市） 

本市の母親の年齢別出生率の推移をみると、平成 19 年に比べ平成 29 年で、30

～34歳の割合が減少しているのに対し、35～39歳、40～44歳の割合が増加して

いることから出産の高齢化が進行していることがうかがえます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

資料：厚生労働省 人口動態統計 

単位：人 

区分 
14歳 

以下 

15～ 

19歳 

20～ 

24歳 

25～ 

29歳 

30～ 

34歳 

35～ 

39歳 

40～ 

44歳 

45～ 

49歳 

50歳 

以上 

平成 19年 0 32 158 481 725 322 36 1 0 

平成 24年 0 13 146 365 564 338 69 2 0 

平成 29年 0 9 95 333 447 286 60 1 0 

 

  

0 .7 
7 .7 

27 .1 36 .3 23 .2 

4 .9 0 .1 
0 .9

9 .8
24 .4
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1 .8 9 .0
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41 .3
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（％）

平成29年 平成24年 平成19年平成29年 平成24年 平成19年平成29年 平成24年 平成19年
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（３）未婚率 

① 男性の未婚率の推移（宇治市） 

男性の未婚率は、30～34歳、35～39歳の年齢区分で年々増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

 

② 女性の未婚率の推移（宇治市） 

女性の未婚率は、すべての年齢区分で増加傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

  

94.8 95.2 94.5 94.4

71.3 
74.2 74.4 73.2 

39.2 
45.4 46.5 48.3 

21.4
25.8

32.7 33.3
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（％）
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90.7 91.4 91.3 92.8
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32.0 34.9 37.3 

11.7 17.9
22.2 24.6
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100.0

平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

（％）

20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳
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③ 年齢別未婚率の比較 

年齢別未婚率は、すべての年齢で、宇治市、京都府ともに全国を上回っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査（平成 27年） 

 

単位：％ 

区分 20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 

宇治市 93.7 68.8 42.8 28.8 

京都府 90.1 67.1 42.6 30.6 

全国 89.3 63.6 39.2 28.6 

  

0.0

20.0

40.0
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80.0

100.0

20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳

（％）

宇治市 京都府 全国
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２ 世帯と就業の状況 

（１）世帯の状況 

① 一般世帯数の推移（宇治市） 

本市の一般世帯数は年々増加しており、平成 27年には 73,218世帯となっていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

  

61,500
66,130

69,354
72,817 73,218

0

20,000

40,000

60,000

80,000

平成７年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

（世帯）



19 

 

 

② 一般世帯の家族類型 

一般世帯について、家族類型をみると、本市では平成 17 年から平成 27 年にかけ

て夫婦のみの核家族世帯と単独世帯の割合が増加しています。平成 27 年の京都府や

全国と比べると、本市は核家族世帯の割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

 

その他の核家族世帯 ：「夫婦と子どもの世帯」、「男親と子どもの世帯」、「女親と子どもの世帯」 

その他の親族世帯 ：「夫婦と両親の世帯」、「夫婦とひとり親の世帯」、「夫婦、子どもと両親の世帯」、 

「夫婦、子どもとひとり親の世帯」、「夫婦と他の親族（親、子どもを含まない）の世帯」、 

「夫婦、子どもと他の親族（親を含まない）の世帯」、 

「夫婦、親と他の親族（子どもを含まない）の世帯」、 

「夫婦、子ども、親と他の親族の世帯」、「兄弟姉妹のみの世帯」、 

「他に分類されない親族世帯」 

非親族世帯 ：「２人以上の世帯員から成る世帯のうち、世帯主と親族関係にある者がいない世帯」 

単独世帯  ：「世帯人員が１人の世帯」  
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0.7%

0.9%

38.4%

34.6%

京都府（平成27年）

全国（平成27年）

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%
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③ 核家族世帯の内訳（宇治市） 

核家族世帯のうち、夫婦のみの世帯、男親と 18 歳未満の子どもからなる世帯、女

親と 18歳未満の子どもからなる世帯が年々増加しています。 

一方、夫婦と 18 歳未満の子どもからなる世帯は減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

④ 18歳未満の子どものいる共働き世帯の推移（宇治市） 

本市の 18歳未満の子どものいる世帯は年々減少しているものの、共働き世帯（18

歳未満の子どもあり）の割合は平成 12年以降増加しており、平成 27年には 50.6%

となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査  

13,156 15,077 16,485 16,704

28,075 27,168 26,743 24,666
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4,267 5,183 5,777 5,920
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男親と18歳未満の子どもからなる世帯 女親と18歳未満の子どもからなる世帯

18歳未満の子どものいる世帯 共働き世帯（18歳未満の子どもあり）

共働き世帯（18歳未満の子どもあり）の割合
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39.0 40.9 
43.7 

50.6 

0.0

20.0

40.0

60.0

0

10,000

20,000

30,000

平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

（％）(人)



21 

 

 

⑤ 18歳未満の子どものいるひとり親世帯の推移（宇治市） 

本市の 18 歳未満の子どもがいる母子世帯は増減しており、平成 27 年で 969 世

帯となっています。また、18 歳未満の子どもがいる父子世帯は平成 17 年に比べ減

少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 
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（２）就業の状況 

① 女性の年齢別就労率の推移（宇治市） 

本市の女性の年齢別就労率は、出産・育児期に落ち込み、再び増加するM 字カーブ

を描いています。平成 17年及び平成 22年で落ち込みの大きかった 30～39歳の就

労率は平成 27年で上昇し、近年ではＭ字カーブが緩やかになっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

 

単位：％ 

区分 平成 17年 平成 22年 平成 27年 

15～19歳 16.2 13.3 13.3 

20～24歳 65.1 63.9 61.5 

25～29歳 71.0 72.8 75.3 

30～34歳 57.2 63.2 66.8 

35～39歳 57.7 59.9 66.9 

40～44歳 65.9 64.6 68.4 

45～49歳 67.3 68.9 71.2 

50～54歳 62.3 64.8 71.6 

55～59歳 52.2 56.2 61.9 

60～64歳 30.6 38.8 45.1 

65～69歳 17.1 20.3 25.7 

70～74歳 8.6 11.1 13.2 

75～79歳 4.7 6.0 7.2 

80～84歳 3.4 3.8 4.6 

85 歳以上 1.1 1.7 1.4 
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② 女性の年齢別就労率の比較 

本市の平成 27 年における女性の年齢別就労率は京都府、全国と同様にＭ字型曲線

を描いています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査（平成 27年） 

 

単位：％ 

区分 宇治市 京都府 全国 

15～19歳 13.3 14.6 13.7 

20～24歳 61.5 57.2 62.3 

25～29歳 75.3 72.7 72.1 

30～34歳 66.8 68.4 66.1 

35～39歳 66.9 67.9 66.5 

40～44歳 68.4 70.6 70.3 

45～49歳 71.2 72.3 72.6 

50～54歳 71.6 71.7 72.3 

55～59歳 61.9 66.3 66.7 

60～64歳 45.1 49.9 50.4 

65～69歳 25.7 33.2 32.7 

70～74歳 13.2 20.0 19.2 

75～79歳 7.2 11.9 11.1 

80～84歳 4.6 6.9 6.0 

85 歳以上 1.4 3.0 2.4 
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③ 女性の未婚・既婚の年齢別就労率の比較（宇治市） 

本市の平成 27 年の女性の未婚・既婚別就労率をみると、特に 20 歳代から 50 歳

代において既婚者に比べ未婚者の就労率が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査（平成 27年） 

 

 

単位：％ 

区分 既婚 未婚 

15～19歳 27.3 12.5 

20～24歳 43.9 59.9 

25～29歳 56.8 79.8 

30～34歳 55.6 77.8 

35～39歳 60.0 78.5 

40～44歳 63.9 75.8 

45～49歳 68.0 73.6 

50～54歳 69.0 71.9 

55～59歳 59.5 60.9 

60～64歳 42.6 46.7 

65～69歳 23.7 22.1 

70～74歳 12.5 14.7 

75～79歳 7.5 4.9 

80～84歳 5.0 6.5 

85 歳以上 1.8 1.9 
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３ 保育所（園）・認定こども園・幼稚園の状況 

（１）就学前児童数に占める在籍割合 

本市の就学前児童数は、年々減少しているものの、在籍割合は、増加傾向となって

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料: 就学前児童数は住民基本台帳（各年４月１日現在） 

保育所（園）・認定こども園・幼稚園在籍者数は保育支援課、政策推進課（学校基本調査） 

（各年 5月 1日現在） 
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（２）保育所・認定こども園 

① 保育所・認定こども園の在籍者数の推移（宇治市） 

公立保育所は現在７か所となっており、在籍者数は、平成 27 年以降増減をくり返

しています。 

民間保育園・認定こども園は現在 19 か所となっており、在籍者数は平成 27 年以

降増減をくり返しています。 

【公立】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分 平成 27年 平成 28年 平成 29年 平成 30年 令和元年 

施設数 ７か所 ７か所 ７か所 ７か所 ７か所 

 

【民間】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分 平成 27年 平成 28年 平成 29年 平成 30年 令和元年 

施設数 19 か所 19 か所 19 か所 19 か所 19 か所 

資料:保育支援課（各年5月1日現在） 

※入所定員・年齢別の入所児童数については、認定こども園の１号認定児を含まない。  

０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳

０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳

資料:保育支援課（各年５月１日現在）
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② 待機児童数の推移（宇治市） 

待機児童数は、4 月 1日現在では国定義前と国定義後ともに平成 29年度が最も多

くなっています。 

 

【国定義前】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

【国定義後】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料:保育支援課 

 

※国定義前 … 保育所に入所申請し、保育所に入所できない児童数。 

※国定義後 … 国定義前の待機児童数から、保護者が求職活動中の児童、家庭的保育事業等に入所中の児童、他に

入所可能な保育所等があるにもかかわらず、特定の保育所等を希望している児童を除いた児童数。 

  

４月１日現在 10月１日現在

資料：●●●（各年●月●日現在）
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（３）幼稚園 

① 幼稚園の在籍者数の推移（宇治市） 

公立幼稚園の在籍者数は４歳児、５歳児ともに年々減少傾向にあります。 

私立幼稚園の在籍者数は３歳児、４歳児、５歳児ともに年々減少しています。 

 

【公立】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【私立】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：教育総務課（各年 5月 1日現在） 

 

  

資料：政策推進課（学校基本調査）（各年５月１日現在）
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４ 子育て支援事業の状況 

（１）時間外保育事業（延長保育） 

市内の保育所・認定こども園で、保育標準時間（11 時間）を超えた保育を行って

います。 

区分 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 

実施箇所数 20 か所 20 か所 20 か所 20 か所 

利用者数 1,953 人 1,787 人 1,724 人 1,685 人 

 

（２）保育所等一時預かり 

市内の保育所・認定こども園で、保護者の病気や育児疲れ解消などの理由で保育が

必要な時に、主に昼間において、一時的に子どもを預かっています 

区分 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 

実施箇所数 15 か所 15 か所 15 か所 15 か所 

延べ利用者数 9,357 人 9,571 人 8,607 人 7,379 人 

 

 

（３）病児・病後児保育事業 

子どもが病気などの際に、保護者の就労等により家庭での保育が困難な場合に、病

院などに付設された施設で一時的に子どもを預かる事業です。本市では、病児・病後

児型は、市内の医療施設で実施しており、体調不良児対応型は、市内の保育所・認定

こども園で実施しています。 

区分  平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 

病児・病後児型 
実施箇所数 2 か所 3 か所 3 か所 3 か所 

利用者数 1,782 人 2,031 人 2,069 人 1,613 人 

体調不良児 

対応型 

実施箇所数 9 か所 10 か所 9 か所 10 か所 

利用者数 2,135 人 2,039 人 1,923 人 2,158 人 
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（４）ファミリー・サポート・センター 

子育ての手助けをしてほしい人（依頼会員）と子育てのお手伝いをしたい人（援助

会員）が会員として登録し、保育所などの送迎や預かりなどの相互援助活動を行う事

業です。本市では、JR 宇治駅前市民交流プラザ（ゆめりあ うじ）内にセンターを開

設しています。 

区分 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 

実施箇所数 1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 

延べ利用者数 2,099 人 1,296 人 1,378 人 1,449 人 

 

（５）育成学級（放課後児童クラブ） 

保護者が就労等により昼間家庭にいない小学生に対して、放課後に適切な遊びや生

活の場を提供しています。 

区分 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 

実施箇所数 23 か所 24 か所 24 か所 24 か所 

利用者数 2,167 人 2,165 人 2,156 人 2,215 人 

 

（６）子育て短期支援事業（ショートステイなど） 

保護者の入院や出張、育児疲れなどの理由により、一時的に家庭で子育てが困難に

なった場合に、児童養護施設などで一定期間養育を行う事業です。 

区分 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 

実施箇所数 2 か所 2 か所 2 か所 2 か所 

延べ利用者数 39 人 78 人 21 人 11 人 
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（７）地域子育て支援拠点事業（０～２歳） 

就学前の子どもとその保護者が相互に交流する場所を開設し、子育てについての相

談、情報の提供、助言などの援助を行う事業です。 

区分 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 

実施箇所数 8 か所 8 か所 8 か所 9 か所 

延べ利用者数 21,908人 21,515人 19,484人 21,982人 

 

（８）利用者支援事業 

子育て家庭や妊産婦が、教育・保育施設や地域子ども・子育て支援事業、保健・医

療・福祉等の関係機関を円滑に利用できるように、身近な場所での相談や情報提供、

助言等必要な支援を行うとともに、関係機関との連絡調整、連携・協働の体制づくり

等を行う事業です。 

区分 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 

実施箇所数 1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 

 

（９）乳児家庭訪問事業 

生後４か月までの乳児のいるすべての家庭を訪問し、子育て支援に関する情報提供

や養育環境などの把握を行う事業です。本市では、平成 24年度から実施しています。 

区分 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 

訪問件数 1,390 件 1,336 件 1,279 件 1,248 件 

 

（10）養育支援訪問事業 

養育支援が特に必要な家庭を訪問して、養育に関する指導・助言を行っています。 

区分 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 

訪問件数 2,321 件 2,171 件 2,023 件 2,043 件 
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（11）妊婦健康診査 

妊婦に対する健康診査として、健康状態の把握や検査計測、保健指導などを行って

います。 

区分 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 

母子健康手帳 

交付数 
1,390 件 1,353 件 1,312 件 1,157 件 

 

 

５ その他の状況 

（１）公園 

公園の状況は、都市公園が 182か所、その他の公園が 324か所と、都市公園が全

体の４割近くを占めています。都市公園の内訳をみると、街区公園が 151 か所で

83.0％、緑地・緑道が 24か所で 13.2％を占めています。 

単位：か所 

区分 総数 

都市公園 
その他の 

公園 
地区 

公園 

近隣 

公園 

総合 

公園 

特殊 

公園 

街区 

公園 

緑地・ 

緑道 

箇所数 506 3 1 1 2 151 24 324 

資料：公園緑地課（平成 31年 3月末現在） 
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（２）植物公園の利用者数の推移 

植物公園の利用者数の推移は、平成 26年度以降、増減を繰り返しており、平成 30

年度で 84,236人となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：公園緑地課 

 

（３）母子健康手帳交付状況 

母子健康手帳交付数は、年々減少しており、平成 30 年度で 1,157 件となってい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：保健推進課 
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（４）児童虐待対応件数の推移 

本市の児童虐待通報件数は、年々増加しており、平成 30 年で 714 人と過去５年

間で約 2.6倍の増加となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：こども福祉課 
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（５）児童扶養手当受給者数の推移 

本市の児童扶養手当受給者数・受給対象児童数は、年々減少しており、平成 30 年

で受給者数が 1,458 人、受給対象児童数が 2,260人となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：こども福祉課 

 

（６）生活保護率の推移 

本市の生活保護率は、平成 30年度では 1.68％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料:生活支援課 
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（７）就学援助認定者数の推移 

就学援助認定者数及び認定率は、平成 26 年度以降、小学生、中学生ともに減少し

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：学校教育課 

 

（８）身体障害者手帳の交付状況（18歳未満） 

身体障害者手帳の交付状況は、平成 26年度以降、ほぼ横ばいで推移しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：障害福祉課  

認定者数（小学生） 認定者数（中学生）

認定率（小学生） 認定率（中学生）
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（９）療育手帳の交付状況（18歳未満） 

療育手帳の交付状況は、療育手帳Ａ、療育手帳Ｂともに増加傾向にあり、平成 30

年度では療育手帳Ａが 133人、療育手帳Ｂが 340人となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：障害福祉課 

 

（10）小・中学校における不登校児童生徒数の推移 

本市の不登校児童生徒数は、小学校、中学校ともに平成 26 年度以降、増減を繰り

返しており、平成 30 年度には小学校が 72人、中学校が 173人となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：教育支援課 
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428
459 473

0

100

200

300

400

500

600

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

(人)

療育手帳A 療育手帳B

資料：●●●（各年●月●日現在）

71
84

74
61

72

173

201

151
130

173

0

50

100

150

200

250

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

(人)

小学校 中学校
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６ ニーズ調査の結果と分析 

 

調査の概要 

 

・調査対象：「宇治市子ども・子育て支援に関するニーズ調査」 

市内の 0歳から 17歳の子どもの中から無作為に抽出した、4,500 人の子ども 

の保護者（各歳 250人） 

「宇治市子どもの生活に関するアンケート」 

上記で抽出された、8歳(小学 3年生)以上の子ども 2,500人 

・調査票区分：① 就学前児童の保護者用・・・0 歳～5歳の子どもの保護者 

② 小学生の保護者用・・・・・6歳～11歳の子どもの保護者 

③ 中高生等の保護者用・・・・12歳～17歳の子どもの保護者 

④ 子ども用・・・・・・・・・8歳～17歳の子ども 

・調査期間：平成 31年 3月 14日（木）  調査票発送 

平成 31年 3月 29日（金）  回答期限、督促状発送 

平成 31年 4月 10日（水）  最終回答期限 

・調査方法：郵送による調査票の配布・回収 

 

 

調査対象 配布数 回収数 
回収率 

今回 前回 前々回 

就学前児童の保護者 1,500 通 670通 44.7％ 49.7％ 49.2％ 

小学生の保護者 1,500 通 678通 45.2％ 50.3％ 57.1％ 

中高生等の保護者 1,500 通 522通 34.8％ － － 

小学生（小学３年生以上） 1,000 通 439通 43.9％ － － 

中学生・高校生等 1,500 通 513通 34.2％ － － 

 

 

調査結果の見方 

・回答結果は、各質問の選択肢の「回答数（※1）」を同質問の「回答者数（※2）」で除した

数値［回答数/回答者数］を百分率（％）で示しています。なお、小数点以下第２位を四捨

五入しているため、内訳の合計が 100.0％にならない場合があります。 

「回答数（※１）」：各質問の選択肢毎の回答者数 

「回答者数（※２）」：各質問における回答者数 

・複数回答が可能な設問についても、グラフ内では「回答者数」と表記しています。 

・複数回答が可能な設問の場合、「回答数」が「回答者数」に対してどのくらいの割合である

かという見方になるため、回答比率の合計が 100.0％を超える場合があります。 

  



39 

 

 

（１）子育てを主に行っている人について 

【就学前児童】 

Ｈ30調査では、「2.主に母親」の割

合が 49.6％と最も高く、次いで「1.

父母ともに」の割合が 47.9％となっ

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【小学生】 

Ｈ30調査では、「1.父母ともに」の

割合が 51.5％と最も高く、次いで「2.

主に母親」の割合が 45.6％となって

います。 

Ｈ25調査と比較すると、「1.父母と

もに」の割合が 7.0 ポイント増加し、

「2.主に母親」の割合が 6.7ポイント

減少しています。 

 

 

 

 

 

 

  

％

1. 父母ともに

2. 主に母親

3. 主に父親

4. 主に祖父母

5. その他

無回答

47.9

49.6

0.3

0.6

0.4

1.2

0.0

44.3

53.0

0.0

0.8

0.7

1.2

0 20 40 60 80 100

平成30年度調査

(回答者数 = 670)

平成25年度調査

(回答者数 = 738)

＜小学生＞ 

＜就学前＞ 

平成30年度調査

(回答者数 = 678)

平成25年度調査

(回答者数 = 856)

％

1. 父母ともに

2. 主に母親

3. 主に父親

4. 主に祖父母

5. その他

無回答

51.5

45.6

0.6

0.7

0.0

1.6

0.0

44.5

52.3

1.1

0.9

0.0

1.2

0 20 40 60 80 100



40 

 

 

（２）母親の就労状況と就労希望について 

① 母親の現在の就労状況 

【就学前児童】 

Ｈ30調査では、「5.以前は就労してい

たが、現在は就労していない」の割合が

31.5％と最も高く、次いで「1.フルタ

イムで就労しており、産休・育休・介護

休業中ではない」の割合が28.0％、「3.

パート・アルバイト等で就労しており、

産休・育休・介護休業中ではない」の割

合が21.1％となっています。 

Ｈ25調査と比較すると、「1.フルタイ

ムで就労しており、産休・育休・介護休

業中ではない」、「フルタイムで就労して

いるが、産休・育休・介護休業中である」

の割合がそれぞれ 10.9 ポイント、6.7

ポイント増加し、「5.以前は就労してい

たが、現在は就労していない」の割合が

12.6ポイント減少しています。 

 

【小学生】 

Ｈ30調査では、「3.パート・アルバイ

ト等で就労しており、産休・育休・介護

休業中ではない」の割合が 46.2％と最

も高く、次いで「1.フルタイムで就労し

ており、産休・育休・介護休業中ではな

い」の割合が29.7％、「5.以前は就労し

ていたが、現在は就労していない」の割

合が18.6％となっています。 

Ｈ25調査と比較すると、「1.フルタイ

ムで就労しており、産休・育休・介護休

業中ではない」の割合が9.2ポイント増

加し、「5.以前は就労していたが、現在

は就労していない」の割合が7.8ポイン

ト減少しています。  

＜就学前＞ 

％

1.
フルタイムで就労しており、産
休・育休・介護休業中ではない

2.
フルタイムで就労しているが、
産休・育休・介護休業中である

3.
パート・アルバイト等で就労して
おり、産休・育休・介護休業中で
はない

4.
パート・アルバイト等で就労して
いるが、産休・育休・介護休業
中である

5.
以前は就労していたが、現在は
就労していない

6. これまで就労したことがない

無回答

28.0

12.0

21.1

3.9

31.5

1.9

1.6

0.0

21.5

10.6

24.3

2.1

33.4

3.5

4.6

17.1

5.3

25.0

1.4

44.1

5.3

1.9

0 20 40 60 80 100

平成30年度調査

(回答者数 = 669)

平成28年度調査

(回答者数 = 745)

平成25年度調査

(回答者数 = 737)

＜小学生＞ 
％

1.
フルタイムで就労しており、産
休・育休・介護休業中ではない

2.
フルタイムで就労しているが、
産休・育休・介護休業中である

3.
パート・アルバイト等で就労して
おり、産休・育休・介護休業中で

はない

4.
パート・アルバイト等で就労して
いるが、産休・育休・介護休業
中である

5.
以前は就労していたが、現在は

就労していない

6. これまで就労したことがない

無回答

29.7

0.7

46.2

0.7

18.6

2.5

1.5

20.5

0.7

43.6

0.7

26.4

4.8

3.2

0 20 40 60 80 100

平成30年度調査

(回答者数 = 673)

平成25年度調査

(回答者数 = 847)
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② 母親のフルタイムへの転換及び就労希望 

〈現在パート・アルバイト等〉 

【就学前児童】 

Ｈ30調査では、「3.パート・アルバ

イト等の就労を続けることを希望」の

割合が 51.5％と最も高く、次いで「2.

フルタイムへの転換希望はあるが、実

現できる見込みはない」の割合が

27.5％となっています。 

Ｈ25 調査と比較すると、大きな変

化はみられません。 

 

 

 

【小学生】 

Ｈ30調査では、「3.パート・アルバ

イト等の就労を続けることを希望」の

割合が 64.9％と最も高く、次いで「2.

フルタイムへの転換希望はあるが、実

現できる見込みはない」の割合が

18.7％、「1.フルタイムへの転換希望

があり、実現できる見込みがある」の

割合が 7.9％となっています。 

 

 

  

＜就学前＞ 

％

1.
フルタイムへの転換希望があ
り、実現できる見込みがある

2.
フルタイムへの転換希望はある
が、実現できる見込みはない

3.
パート・アルバイト等の就労を
続けることを希望

4.
パート・アルバイト等をやめて子
育てや家事に専念したい

無回答

7.2

27.5

51.5

7.2

6.6

0.0

6.1

34.0

51.8

6.1

2.0

8.8

28.9

52.1

5.2

5.2

0 20 40 60 80 100

平成30年度調査

(回答者数 = 167)

平成28年度調査

(回答者数 = 197)

平成25年度調査

(回答者数 = 194)

＜小学生＞ 

％

1.
フルタイムへの転換希望があ

り、実現できる見込みがある

2.
フルタイムへの転換希望はある

が、実現できる見込みはない

3.
パート・アルバイト等の就労を
続けることを希望

4.
パート・アルバイト等をやめて子
育てや家事に専念したい

無回答

7.9

18.7

64.9

3.2

5.4

3.5

23.2

61.6

5.3

6.4

0 20 40 60 80 100

平成30年度調査

(回答者数 = 316)

平成25年度調査

(回答者数 = 375)
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③母親のフルタイムへの転換及び就労希望 

〈現在就労していない〉 

【就学前児童】 

Ｈ30 調査では、「2. 1 年より先、

一番下の子どもが（ ）歳になったこ

ろに就労したい」の割合が 44.2％と

最も高く、次いで「1.今は子育てや家

事などに専念したい（就労の予定はな

い）」の割合が 29.9％、「3.すぐにで

も、もしくは１年以内に就労したい」

の割合が 21.9％となっています。 

Ｈ25調査と比較すると、「1.今は子

育てや家事などに専念したい（就労の

予定はない）」の割合が 5.0 ポイント

減少しています。 

 

【小学生】 

Ｈ30調査では、「1.今は子育てや家

事などに専念したい（就労の予定はな

い）」の割合が 37.3％と最も高く、次

いで「3.すぐにでも、もしくは１年以

内に就労したい」の割合が 30.3％、

「2. １年より先、一番下の子どもが

（ ）歳になったころに就労したい」

の割合が 24.6％となっています。 

Ｈ25 調査と比較すると、大きな変

化はみられません。 

 

 

  

＜就学前＞ 

＜小学生＞ 

％

1.
今は子育てや家事などに専念
したい（就労の予定はない）

2.
1年より先、一番下の子どもが
（　　　）歳になったころに就労し
たい

3.
すぐにでも、もしくは１年以内に
就労したい

無回答

29.9

44.2

21.9

4.0

0.0

29.1

45.5

21.1

4.4

34.9

42.6

18.7

3.8

0 20 40 60 80 100

0.0

平成30年度調査

(回答者数 = 224)

平成28年度調査

(回答者数 = 275)

平成25年度調査

(回答者数 = 364)

％

1.
今は子育てや家事などに専念
したい（就労の予定はない）

2.
1 年より先、一番下の子どもが
（　　　）歳になったころに就労し
たい

3.
すぐにでも、もしくは１年以内に
就労したい

無回答

37.3

24.6

30.3

7.7

0.0

34.7

29.4

30.9

4.9

0 20 40 60 80 100

平成30年度調査

(回答者数 = 142)

平成25年度調査

(回答者数 = 265)
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（３）平日の定期的な教育・保育事業の利用状況と利用希望について 

① 利用している定期的な教育・保育の事業（利用の有無） 

【就学前児童】 

Ｈ30 調査では、「1.利用している」

の割合が 71.5％となっています。 

Ｈ25 調査と比較すると、大きな変

化はみられません。 

 

 

 

 

 

② 利用している定期的な教育・保育事業（利用している事業・複数回答） 

【就学前児童】 

Ｈ30調査では、「3.保育所」の割合

が 36.7％と最も高く、次いで「1.幼

稚園（預かり保育の利用はほとんどな

し）」の割合が 23.6％、「5.認定こど

も園（2号・3号）」の割合が 21.7％

となっています。 

Ｈ25 調査と比較すると、「3.保育

所」、「1.幼稚園（預かり保育の利用は

ほとんどなし）」の割合が、それぞれ

16.9 ポイント、13.8 ポイント減少

しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

※Ｈ25 調査には「4.認定こども園（1 号）」、「5.認定こども園（2 号・3 号）」、「6.小規模保育」の選択肢

はありませんでした。  

＜就学前＞ 

＜就学前＞ 

％

1. 利用している

2. 利用していない

無回答

71.5

27.2

1.3

67.0

30.2

2.8

67.8

32.0

0.3

0 20 40 60 80 100

平成30年度調査

(回答者数 = 670)

平成28年度調査

(回答者数 = 745)

平成25年度調査

(回答者数 = 738)

％

1.
幼稚園（預かり保育の利用はほ
とんどなし）

2.
幼稚園（預かり保育を定期的に
利用）

3. 保育所

4. 認定こども園（1 号）

5. 認定こども園（2 号・3 号）

6. 小規模保育

7. 家庭的保育

8. 事業所内保育所・院内保育所

9. その他の認可外の保育施設

10.
ベビーシッターなど居宅訪問型
保育

11. ファミリー・サポート・センター

12. その他

無回答

23.6

7.9

36.7

6.9

21.7

1.0

0.4

2.1

0.6

0.2

0.0

1.3

0.4

26.5

7.6

37.5

5.0

19.6

1.2

1.0

1.8

0.4

0.4

0.2

2.8

0.4

37.4

6.6

53.6

－

－

－

2.6

2.0

1.0

0.2

0.6

2.0

0.2

0 20 40 60 80 100

平成30年度調査

(回答者数 = 479)

平成28年度調査

(回答者数 = 499)

平成25年度調査

(回答者数 = 500)
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③ 定期的に利用したい教育・保育事業 

【就学前児童】 

Ｈ30調査では、「3.保育所」の割合

が 37.0％と最も高く、次いで「1.幼

稚園（預かり保育の利用はほとんどな

し）」の割合が 26.6％、「5.認定こど

も園（2号・3号）」の割合が 25.5％

となっています。 

Ｈ25調査と比較すると、「2.幼稚園

（預かり保育を定期的に利用）」、「6.

小規模保育」、「1.幼稚園（預かり保育

の利用はほとんどなし）」、「3.保育所」、

「7.家庭的保育」、「8.事業所内保育

所・院内保育所」、「11.ファミリー・

サポート・センター」の割合が、それ

ぞれ32.1ポイント、28.7ポイント、

26.8ポイント、26.6ポイント、17.7

ポイント、13.3 ポイント、6.6 ポイ

ント減少しています。 

 

 

 

 

 

 

※Ｈ25 調査には「4.認定こども園（1 号）」、「5.認定こども園（2 号・3 号）」の選択肢はありませんでし

た。 

 

  

＜就学前＞ 

％

1.
幼稚園（預かり保育の利用はほ
とんどなし）

2.
幼稚園（預かり保育を定期的に
利用）

3. 保育所

4. 認定こども園（1 号）

5. 認定こども園（2 号・3 号）

6. 小規模保育

7. 家庭的保育

8. 事業所内保育所・院内保育所

9. その他の認可外の保育施設

10.
ベビーシッターなど居宅訪問型

保育

11. ファミリー・サポート・センター

12. その他

無回答

26.6

24.3

37.0

15.4

25.5

2.7

1.3

3.6

1.0

2.8

4.8

3.0

4.5

24.8

23.4

39.7

10.6

24.3

4.6

1.5

2.8

0.5

1.2

3.4

2.4

8.7

53.4

56.4

63.6

－

－

31.4

19.0

16.9

3.8

5.8

11.4

2.2

10.4

0 20 40 60 80 100

平成30年度調査

(回答者数 = 670)

平成28年度調査

(回答者数 = 745)

平成25年度調査

(回答者数 = 738)
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（４）地域の子育て支援事業の利用状況と利用希望について 

① 地域子育て支援拠点事業の利用状況（複数回答） 

【就学前児童】 

Ｈ30調査では、「3.利用していない」

の割合が 78.5％と最も高く、次いで

「1.地域子育て支援拠点事業（「地域

子育て支援センター」「つどいの広場」

等のことです。）」の割合が 17.3％と

なっています。 

Ｈ25調査と比較すると、「2.その他

類似の事業」の割合が 5.0ポイント減

少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

区分 

有
効
回
答
数
（
件
） 

地
域
子
育
て
支
援
拠
点
事
業 

そ
の
他
類
似
の
事
業 

利
用
し
て
い
な
い 

無
回
答 

幼稚園 113 11.5 - 85.8 2.7 

保育所 176 5.1 1.1 90.9 3.4 

その他 196 7.7 1.5 88.8 2.6 

いずれに
も通って
いない 

182 41.8 4.4 53.3 2.7 

区分 

有
効
回
答
数
（
件
） 

地
域
子
育
て
支
援
拠
点
事
業 

そ
の
他
類
似
の
事
業 

利
用
し
て
い
な
い 

無
回
答 

０歳 115 38.3 2.6 60.0 1.7 

１歳 123 22.8 1.6 74.0 2.4 

２歳 112 16.1 3.6 77.7 3.6 

３歳 103 10.7 2.9 84.5 2.9 

４歳 107 8.4 ― 86.9 4.7 

５歳 97 4.1 1.0 93.8 1.0 

＜就学前＞ 

平成30年度調査

(回答者数 = 670)

平成25年度調査

(回答者数 = 738)

％

1.
地域子育て支援拠点事業（「地
域子育て支援センター」「つどい
の広場」等のことです。）

2. その他類似の事業

3. 利用していない

無回答

17.3

1.9

78.5

3.1

0.0

15.7

6.9

80.4

1.8

0 20 40 60 80 100

単位：％ 

【就学前児童（年齢別）】 【就学前児童（日常的に通っている保育施設別）】 

単位：％ 

※平成 30年度調査 

※平成 30年度調査 



46 

 

 

② 地域子育て支援拠点事業の利用希望 

【就学前児童】 

Ｈ30調査では、「3.新たに利用した

り、利用日数を増やしたいとは思わな

い」の割合が 69.4％と最も高く、次

いで「1.利用していないが、今後利用

したい」の割合が 16.4％、「すでに利

用しているが、今後利用日数を増やし

たい」の割合が 6.4％となっています。 

Ｈ25調査と比較すると、「3.新たに

利用したり、利用日数を増やしたいと

は思わない」の割合が 8.2ポイント増

加し、「1.利用していないが、今後利

用したい」の割合が 7.0ポイント減少

しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

区分 

有
効
回
答
数
（
件
） 

利
用
し
て
い
な
い
が
、
今
後
利

用
し
た
い 

す
で
に
利
用
し
て
い
る
が
、
今

後
利
用
日
数
を
増
や
し
た
い 

新
た
に
利
用
し
た
り
、
利
用
日
数
を

増
や
し
た
い
と
は
思
わ
な
い 

無
回
答 

幼稚園 113 17.7 3.5 69.0 9.7 

保育所 176 11.4 1.7 79.5 7.4 

その他 196 15.3 3.6 73.5 7.7 

いずれに
も通って
いない 

182 22.0 15.9 56.6 5.5 

区分 

有
効
回
答
数
（
件
） 

利
用
し
て
い
な
い
が
、
今
後
利

用
し
た
い 

す
で
に
利
用
し
て
い
る
が
、
今

後
利
用
日
数
を
増
や
し
た
い 

新
た
に
利
用
し
た
り
、
利
用
日
数
を

増
や
し
た
い
と
は
思
わ
な
い 

無
回
答 

０歳 115 24.3 15.7 54.8 5.2 

１歳 123 20.3 8.9 64.2 6.5 

２歳 112 14.3 2.7 77.7 5.4 

３歳 103 21.4 4.9 67.0 6.8 

４歳 107 12.1 3.7 72.0 12.1 

５歳 97 6.2 1.0 84.5 8.2 

＜就学前＞ 

％

1.
利用していないが、今後利用し
たい

2.
すでに利用しているが、今後利
用日数を増やしたい

3.
新たに利用したり、利用日数を
増やしたいとは思わない

無回答

16.4

6.4

69.4

7.8

0.0

23.4

9.5

61.2

5.8

0 20 40 60 80 100

平成30年度調査

(回答者数 = 670)

平成25年度調査

(回答者数 = 738)

【就学前児童（年齢別）】 【就学前児童（日常的に通っている保育施設別）】 

単位：％ 単位：％ 

※平成 30年度調査 

※平成 30年度調査 
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（５）病気等の際の対応について 

① 病気やケガでの幼稚園、保育所などの休みの有無 

【就学前児童】 

Ｈ30調査では、「1.あった」の割合

が 87.9％となっています。 

Ｈ25 調査と比較すると、大きな変

化はみられません。 

 

 

【小学生】 

Ｈ30調査では、「1.あった」の割合

が 63.4％となっています。 

Ｈ25 調査と比較すると、大きな変

化はみられません。 

 

 

②病気やケガでの幼稚園、保育所などの休みの時の対応（複数回答） 

【就学前児童】 

Ｈ30 調査では、「3.母親が休んだ」

の割合が 69.1％と最も高く、次いで

「4.（同居者を含む）親族・知人に子

どもをみてもらった」の割合が

35.6％、「1.父親又は母親のうち就労

していない方が子どもをみた」の割合

が 35.4％となっています。 

Ｈ25調査と比較すると、「3.母親が

休んだ」、「2.父親が休んだ」の割合が、

それぞれ 12.9 ポイント、10.1 ポイ

ント増加し、「1.父親又は母親のうち

就労していない方が子どもをみた」の

割合が 5.5ポイント減少しています。 

 

  

＜就学前＞ 

＜小学生＞ 

＜就学前＞ 

％

1. あった

2. なかった

無回答

87.9

9.2

2.9

0.0

87.6

10.2

2.2

0 20 40 60 80 100

平成30年度調査

(回答者数 = 479)

平成25年度調査

(回答者数 = 500)

％

1.
父親又は母親のうち就労してい
ない方が子どもをみた

2. 父親が休んだ

3. 母親が休んだ

4.
（同居者を含む）親族・知人に子
どもをみてもらった

5.
病児・病後児保育事業を利用し
た

6. ベビーシッターを利用した

7.
ファミリー・サポート・センターを
利用した（地域住民が子どもを
預かる事業）

8. その他

無回答

35.4

23.8

69.1

35.6

8.8

0.2

0.0

2.6

1.4

0.0

40.9

13.7

56.2

33.8

7.8

0.7

1.1

1.8

1.1

0 20 40 60 80 100

平成30年度調査

(回答者数 = 421)

平成25年度調査

(回答者数 = 438)

％

1. あった

2. なかった

無回答

63.4

35.1

1.5

0.0

63.1

35.7

1.2

0 20 40 60 80 100

平成30年度調査

(回答者数 = 678)

平成25年度調査

(回答者数 = 856)
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【小学生】 

Ｈ30 調査では、「3.母親が休んだ」

の割合が 58.6％と最も高く、次いで

「1.父親又は母親のうち就労してい

ない方が子どもをみた」の割合が

29.3％、「4.（同居者を含む）親族・

知人に子どもをみてもらった」の割合

が 23.3％となっています。 

Ｈ25調査と比較すると、「3.母親が

休んだ」、「2.父親が休んだ」、「4.（同

居者を含む）親族・知人に子どもをみ

てもらった」の割合が、それぞれ 16.4

ポイント、6.7ポイント、5.7ポイン

ト増加し、「1.父親又は母親のうち就

労していない方が子どもをみた」の割

合が 15.1 ポイント減少しています。 

 

 

③ 病児・病後児保育事業の今後の利用希望 

【就学前児童】 

Ｈ30調査では、「2.利用したいとは

思わない」の割合が 66.4％となって

います。 

Ｈ25 調査と比較すると、大きな変

化はみられません。 

 

 

 

【小学生】 

Ｈ30調査では、「2.利用したいとは

思わない」の割合が 79.2％となって

います。 

Ｈ25 調査と比較すると、大きな変

化はみられません。  

＜就学前＞ 

＜小学生＞ 

＜小学生＞ 

％

1.
できれば病児・病後児保育事業

を利用したい

2. 利用したいとは思わない

無回答

31.9

66.4

1.7

0.0

34.7

64.9

0.4

0 20 40 60 80 100

平成30年度調査

(回答者数 = 298)

平成25年度調査

(回答者数 = 259)

％

1.
父親又は母親のうち就労してい
ない方が子どもをみた

2. 父親が休んだ

3. 母親が休んだ

4.
（同居者を含む）親族・知人に子
どもをみてもらった

5.
病児・病後児保育事業を利用し
た

6. ベビーシッターを利用した

7.
ファミリー・サポート・センターを
利用した

8. 子どもだけで家にいた

9. その他

無回答

29.3

13.0

58.6

23.3

3.5

0.0

0.2

12.6

2.8

1.2

44.4

6.3

42.2

17.6

1.5

0.2

0.4

10.9

2.0

2.2

0 20 40 60 80 100

平成30年度調査

(回答者数 = 430)

平成25年度調査

(回答者数 = 540)

％

1.
できれば病児・病後児保育事業
を利用したい

2. 利用したいとは思わない

無回答

14.8

79.2

6.1

16.7

79.6

3.8

0 20 40 60 80 100

平成30年度調査

(回答者数 = 264)

平成25年度調査

(回答者数 = 240)
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（６）不定期の教育・保育利用や宿泊を伴う一時的な預かり等の利用について 

① 不定期の教育・保育の利用状況（複数回答） 

【就学前児童】 

Ｈ30調査では、「7.利用していない」

の割合が 77.5％と最も高く、次いで

「2.幼稚園の預かり保育（通常の就園

時間を超え、不定期に利用）」の割合

が 9.1％、「1.一時預かり（保育所な

どで一時的に子どもを保育する事業）」

の割合が 5.1％となっています。 

Ｈ25 調査と比較すると、大きな変

化はみられません。 

 

 

 

 

 

 

② 不定期の教育・保育の利用希望（複数回答） 

【就学前児童】 

Ｈ30調査では、「2.利用する必要は

ない」の割合が 56.4％となっていま

す。 

Ｈ25 調査と比較すると、大きな変

化はみられません。 

 

 

 

  

＜就学前＞ 

＜就学前＞ 

平成30年度調査

(回答者数 = 670)

平成25年度調査

(回答者数 = 738)

％

1.
一時預かり（保育所などで一時
的に子どもを保育する事業）

2.
幼稚園の預かり保育（通常の就
園時間を超え、不定期に利用）

3.

ファミリー・サポート・センター

（地域住民が子どもを預かる事
業）

4.
宿泊保育（こどもショートステ
イ）（児童養護施設等で一定期
間、子どもを養育する事業）

5. ベビーシッター

6. その他

7. 利用していない

無回答

5.1

9.1

0.7

0.0

0.3

0.4

77.5

8.2

0.0

5.4

9.3

1.6

0.3

0.4

1.1

79.4

4.5

0 20 40 60 80 100

％

1. 利用したい

2. 利用する必要はない

無回答

35.8

56.4

7.8

0.0

32.1

60.8

7.0

0 20 40 60 80 100

平成30年度調査

(回答者数 = 670)

平成25年度調査

(回答者数 = 738)
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③ 宿泊を伴う一時的な預かり等の有無 

【就学前児童】 

Ｈ30調査では、「2.なかった」の割

合が 77.2％となっています。 

Ｈ25 調査と比較すると、大きな変

化はみられません。 

 

 

 

【小学生】 

Ｈ30調査では、「2.なかった」の割

合が 84.4％となっています。 

Ｈ25調査と比較すると、「2.なかっ

た」の割合が 5.8ポイント増加してい

ます。 

 

 

 

 

  

＜就学前＞ 

＜小学生＞ 

平成30年度調査

(回答者数 = 670)

平成25年度調査

(回答者数 = 738)

％

1. あった

2. なかった

無回答

13.1

84.4

2.5

0.0

18.3

78.6

3.0

0 20 40 60 80 100

平成30年度調査

(回答者数 = 678)

平成25年度調査

(回答者数 = 856)

％

1. あった

2. なかった

無回答

19.4

77.2

3.4

0.0

20.1

75.7

4.2

0 20 40 60 80 100

％

1. あった

2. なかった

無回答

13.1

84.4

2.5

0.0

18.3

78.6

3.0

0 20 40 60 80 100
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④ 宿泊を伴う一時的な預かりの時の対応（複数回答） 

【就学前児童】 

Ｈ30調査では、「1.（同居者を含む）

親族・知人にみてもらった」の割合が

81.5％と最も高く、次いで「4.子ど

もを同行させた」の割合が 28.5％と

なっています。 

Ｈ25調査と比較すると、「4.子ども

を同行させた」の割合が 17.7ポイン

ト増加し、「1.（同居者を含む）親族・

知人にみてもらった」の割合が 11.1

ポイント減少しています。 

 

 

 

 

 

【小学生】 

Ｈ30調査では、「1.（同居者を含む）

親族・知人にみてもらった」の割合が

82.0％と最も高く、次いで「4.子ど

もを同行させた」の割合が 15.7％と

なっています。 

Ｈ25調査と比較すると、「4.子ども

を同行させた」の割合が 6.1ポイント

増加し、「1.（同居者を含む）親族・

知人にみてもらった」の割合が 9.7ポ

イント減少しています。 

 

 

  

＜就学前＞ 

＜小学生＞ 

％

1.
（同居者を含む）親族・知人にみ
てもらった

2.

宿泊保育（こどもショートステ
イ）を利用した（児童養護施設等

で一定期間、子どもを養育する
事業）

3.
イ以外の保育事業（認可外保育
施設、ベビーシッター等）を利用
した

4. 子どもを同行させた

5. その他

無回答

81.5

0.0

0.0

28.5

2.3

0.0

92.6

0.7

0.0

10.8

1.4

0.0

0 20 40 60 80 100

平成30年度調査

(回答者数 = 130)

平成25年度調査

(回答者数 = 148)

％

1.
（同居者を含む）親族・知人にみ
てもらった

2.
宿泊保育（こどもショートステ
イ）を利用した

3.
宿泊保育以外の保育事業（認
可外保育施設、ベビーシッター
等）を利用した

4. 子どもを同行させた

5. その他

無回答

82.0

0.0

0.0

15.7

3.4

4.5

91.7

1.3

0.0

9.6

3.8

0.0

0 20 40 60 80 100

平成30年度調査

(回答者数 = 89)

平成25年度調査

(回答者数 = 157)
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（７）小学校就学後の放課後の過ごし方について 

① 就学前児童の小学校就学後の放課後（低学年）に過ごさせたい場所（複数回答） 

【就学前児童】 

Ｈ30調査では、「1.自宅」、「3.習い

事（ピアノ教室、サッカークラブ、学

習塾など）」、「6.放課後児童クラブ（育

成学級）」の割合が 46.4％と最も高く

なっています。 

Ｈ25調査と比較すると、「6.放課後

児童クラブ（育成学級）」の割合が

16.8ポイント増加し、「1.自宅」、「3.

習い事（ピアノ教室、サッカークラブ、

学習塾など）」、「4.児童館」の割合が、

それぞれ 17.5ポイント、8.2ポイン

ト、7.2ポイント減少しています。 

 

 

 

② 就学前児童の小学校就学後の放課後（高学年）に過ごさせたい場所（複数回答） 

【就学前児童】 

Ｈ30調査では、「1.自宅」の割合が

64.9％と最も高く、次いで「3.習い

事（ピアノ教室、サッカークラブ、学

習塾など）」の割合が 62.9％、「6.放

課後児童クラブ（育成学級）」の割合

が 18.6％となっています。 

Ｈ25調査と比較すると、「1.自宅」、

「3.習い事（ピアノ教室、サッカーク

ラブ、学習塾など）」、「5.放課後子ど

も教室」、「2.祖父母宅や友人・知人宅」

の割合が、それぞれ 12.9 ポイント、

12.1 ポイント、8.5 ポイント、7.6

ポイント減少しています。  

＜就学前＞ 

％

1. 自宅

2. 祖父母宅や友人・知人宅

3.
習い事（ピアノ教室、サッカーク
ラブ、学習塾など）

4. 児童館

5. 放課後子ども教室

6. 放課後児童クラブ（育成学級）

7.
ファミリー・サポート・センター
（地域住民が子どもを預かる事
業）

8. その他

無回答

46.4

13.4

46.4

2.1

10.3

46.4

1.0

13.4

5.2

0.0

63.9

15.7

54.6

9.3

14.8

29.6

0.9

21.3

4.6

0 20 40 60 80 100

平成30年度調査

(回答者数 = 97)

平成25年度調査

(回答者数 = 108)

＜就学前＞ 

平成30年度調査

(回答者数 = 97)

平成25年度調査

(回答者数 = 108)

％

1. 自宅

2. 祖父母宅や友人・知人宅

3.
習い事（ピアノ教室、サッカーク

ラブ、学習塾など）

4. 児童館

5. 放課後子ども教室

6. 放課後児童クラブ（育成学級）

7. ファミリー・サポート・センター

8. その他

無回答

64.9

15.5

62.9

2.1

8.2

18.6

0.0

16.5

5.2

0.0

77.8

23.1

75.0

2.8

16.7

16.7

0.9

20.4

4.6

0 20 40 60 80 100
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③ 小学生の放課後に過ごす場所（複数回答） 

【小学生】 

Ｈ30調査では、「1.自宅」の割合が

75.2％と最も高く、次いで「3.習い

事（ピアノ教室、サッカークラブ、学

習塾など）」の割合が 59.3％、「6.放

課後児童クラブ（育成学級）」の割合

が 24.5％となっています。 

Ｈ25調査と比較すると、「6.放課後

児童クラブ（育成学級）」の割合が 5.1

ポイント増加し、「2.祖父母宅や友

人・知人宅」の割合 6.6ポイント減少

しています。 

 

 

 

 

④ 放課後児童クラブ（育成学級）を利用している理由 

【小学生】 

Ｈ30調査では、「1.現在就労してい

る」の割合が 88.0％と最も高くなっ

ています。 

Ｈ25調査と比較すると、「1.現在就

労している」の割合が 8.5ポイント増

加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

  

＜小学生＞ 

＜小学生＞ 

％

1. 自宅

2. 祖父母宅や友人・知人宅

3.
習い事（ピアノ教室、サッカーク
ラブ、学習塾など）

4. 児童館

5. 放課後子ども教室

6. 放課後児童クラブ（育成学級）

7. ファミリー・サポート・センター

8. その他

無回答

75.2

16.8

59.3

2.4

0.7

24.5

0.3

16.1

1.9

76.8

23.4

63.4

4.9

4.6

19.4

3.4

18.7

1.9

0 20 40 60 80 100

平成30年度調査

(回答者数 = 678)

平成25年度調査

(回答者数 = 856)

％

1. 現在就労している

2.
就労予定がある／求職中であ
る

3.
家族・親族などを介護しなけれ
ばならない

4. 病気や障害がある

5. 学生である

6. その他

無回答

88.0

0.0

0.0

1.8

0.0

0.6

9.6

79.5

0.6

0.0

0.0

0.0

1.2

18.7

0 20 40 60 80 100

平成30年度調査

(回答者数 = 166)

平成25年度調査

(回答者数 = 166)
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⑤ 放課後子ども教室（認知度・利用経験・利用意向） 

○ 認知度 

【小学生本人】 

「1.知っている」の割合が 21.0％、

「2.知らない」の割合が 72.9％とな

っています。 

 

 

 

 

 

○ 利用経験 

【小学生本人】 

「1.利用したことがある」の割合

が 8.7％、「2.利用したことがない」

の割合が 79.7％となっています。 

 

 

 

 

 

○ 利用意向 

【小学生本人】 

「 1.利用したい」の割合が

15.5％、「2.利用したくない」の割

合が 73.8％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

＜小学生本人＞ 

＜小学生本人＞ 

＜小学生本人＞ 

平成30年度調査
（回答者数＝439）

％

1．知っている

2．知らない

　　無回答

21.0

72.9

6.2

0 20 40 60 80 100

平成30年度調査
（回答者数＝439）

％

1．利用したことがある

2．利用したことがない

　　無回答

8.7

79.7

11.6

0 20 40 60 80 100

平成30年度調査
（回答者数＝439）

％

1．利用したい

2．利用したくない

　　無回答

15.5

73.8

10.7

0 20 40 60 80 100
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％

満足度が低い  1

2

3

4

満足度が高い  5

無回答

7.3

18.1

42.7

24.5

5.5

1.9

0.0

7.9

20.5

40.3

24.6

5.8

0.9

8.9

25.6

44.0

14.4

3.1

3.9

0 20 40 60 80 100

平成30年度調査

(回答者数 = 670)

平成28年度調査

(回答者数 = 745)

平成25年度調査

(回答者数 = 738)

％

満足度が低い 1

2

3

4

満足度が高い 5

無回答

7.8

19.5

47.1

19.2

3.4

3.1

0.0

10.6

22.4

41.9

20.5

3.6

1.1

13.4

22.3

44.2

14.7

2.7

2.7

0 20 40 60 80 100

平成30年度調査

(回答者数 = 678)

平成28年度調査

(回答者数 = 755)

平成25年度調査

(回答者数 = 856)

 

（８）子育ての環境や支援への満足度について 

【就学前児童】 

Ｈ30 調査では、「3」の割合が

42.7％と最も高く、次いで「4」の割

合が 24.5％、「2」の割合が 18.1％

となっています。 

Ｈ25調査と比較すると、「4」の割

合が 10.1ポイント増加し、「2」の割

合が 7.5ポイント減少しています。 

 

 

 

 

 

 

【小学生】 

Ｈ30 調査では、「3」の割合が

47.1％と最も高く、次いで「2」の割

合が 19.5％、「4」の割合が 19.2％

となっています。 

Ｈ25 調査と比較すると、大きな変

化はみられません。 

 

 

 

 

 

 

  

＜就学前＞ 

＜小学生＞ 



56 

 

 

（９）子育てをする上での相談相手の状況について 

①気軽に相談できる人・場所の有無 

【就学前児童】 

Ｈ30調査では、「1.いる／ある」の

割合が 92.4％となっています。 

Ｈ25 調査と比較すると、大きな変

化はみられません。 

 

 

 

【小学生】 

Ｈ30調査では、「1.いる／ある」の

割合が 87.9％となっています。 

Ｈ25 調査と比較すると、大きな変

化はみられません。 

 

 

  

＜小学生＞ 

＜就学前＞ 

％

1. いる／ある

2. いない／ない

無回答

92.4

6.3

1.3

0.0

93.2

5.2

1.6

93.4

6.5

0.1

0 20 40 60 80 100

0.0

平成30年度調査

(回答者数 = 670)

平成28年度調査

(回答者数 = 745)

平成25年度調査

(回答者数 = 738)

平成30年度調査

(回答者数 = 678)

平成28年度調査

(回答者数 = 755)

平成25年度調査

(回答者数 = 856)

％

1. いる／ある

2. いない／ない

無回答

87.9

9.6

2.5

0.0

89.7

9.0

1.3

89.4

10.0

0.6

0 20 40 60 80 100
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② 気軽に相談できる相手（複数回答） 

【就学前児童】 

Ｈ30調査では、「1.祖父母等の親族」

の割合が 83.8％と最も高く、次いで

「2. 友人や知人」の割合が 75.8％、

「6.保育所」の割合が 21.3％となっ

ています。 

Ｈ25調査と比較すると、「3.近所の

人」の割合が 10.0 ポイント減少して

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※Ｈ25 調査には「7.認定こども園」、「9.学校の先生」、「11.スクールカウンセラー」、「17.障害者生活支援

センター」の選択肢はありませんでした。 
 

 

  

＜就学前＞ 

％

1. 祖父母等の親族

2. 友人や知人

3. 近所の人

4.
子育てサークル・NPO ・子育て

支援施設（児童館等）

5. 保健所

6. 保育所

7. 認定こども園

8. 幼稚園

9. 学校の先生

10. 民生委員・児童委員

11. スクールカウンセラー

12.
かかりつけの医師など医療関

係者

13. 市の子育て関連担当窓口

14. 母子・父子自立支援員

15. 児童相談所

16. 民間の電話相談

17. 障害者生活支援センター

18. その他

無回答

83.8

75.8

17.6

6.5

0.3

21.3

11.8

12.9

5.3

0.2

0.6

9.4

4.0

0.2

0.5

0.2

0.2

4.4

0.2

85.9

78.7

24.8

7.3

0.6

20.7

11.4

16.6

6.1

0.9

0.6

9.2

3.5

0.0

0.3

0.0

0.0

3.9

0.9

85.1

80.1

27.6

7.3

1.6

24.5

－

17.1

－

0.4

－

10.7

2.9

0.1

0.6

0.1

－

4.4

0.0

0 20 40 60 80 100

平成30年度調査

(回答者数 = 619)

平成28年度調査

(回答者数 = 694)

平成25年度調査

(回答者数 = 689)
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【小学生】 

Ｈ30調査では、「2.友人や知人」の

割合が 79.0％と最も高く、次いで「1.

祖父母等の親族」の割合が 74.7％、

「3.近所の人」の割合が 23.5％とな

っています。 

Ｈ25調査と比較すると、「3.近所の

人」の割合が 6.0ポイント減少してい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※Ｈ25 調査には「4.子育てサークル・NPO ・子育て支援施設（児童館等）」、「5.保健所」、「6.保育所」、

「7.認定こども園」、「8.幼稚園」、「17.障害者生活支援センター」の選択肢はありませんでした。 

  

＜小学生＞ 

％

1. 祖父母等の親族

2. 友人や知人

3. 近所の人

4.
子育てサークル・NPO ・子育て

支援施設（児童館等）

5. 保健所

6. 保育所

7. 認定こども園

8. 幼稚園

9. 学校の先生

10. 民生委員・児童委員

11. スクールカウンセラー

12.
かかりつけの医師など医療関

係者

13. 市の子育て関連担当窓口

14. 母子・父子自立支援員

15. 児童相談所

16. 民間の電話相談

17. 障害者生活支援センター

18. その他

無回答

74.7

79.0

23.5

1.7

0.2

3.4

2.9

1.3

21.3

0.3

2.9

5.5

0.3

0.0

0.5

0.2

0.2

5.7

0.0

0.0

78.9

82.0

31.0

3.1

0.9

3.2

2.7

3.4

31.8

0.6

3.1

9.3

0.7

0.0

0.7

0.3

0.6

6.4

0.6

77.8

82.1

29.5

－

－

－

－

－

22.1

0.3

2.6

7.3

0.7

0.0

0.4

0.3

－

4.2

0.3

0 20 40 60 80 100

平成30年度調査

(回答者数 = 596)

平成28年度調査

(回答者数 = 677)

平成25年度調査

(回答者数 = 765)
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（10）子育てしやすい環境について 

① 子どもの遊び場で困ること・困ったこと（複数回答） 

【就学前児童】 

Ｈ30調査では、「1.雨の日に遊べる

場所がない」の割合が 50.1％と最も

高く、次いで「6.遊具などの種類が充

実していない」の割合が 21.5％、「5.

思い切り遊ぶための十分な広さがな

い」の割合が 20.7％となっています。 

Ｈ25調査と比較すると、「4.遊び場

周辺の道路が危険である」、「9.遊び場

に同じ歳くらいの遊び仲間がいない」

の割合が、それぞれ 6.9 ポイント、

5.9ポイント減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

＜就学前＞ 

平成30年度調査

(回答者数 = 670)

平成25年度調査

(回答者数 = 738)

％

1. 雨の日に遊べる場所がない

2. 近くに遊び場がない

3.
遊び場や周辺環境が悪く、安心
して遊べない

4.
遊び場周辺の道路が危険であ
る

5.
思い切り遊ぶための十分な広さ
がない

6.
遊具などの種類が充実していな
い

7.
遊具などの設備が古くて危険で
ある

8. トイレなどが不衛生である

9.
遊び場に同じ歳くらいの遊び仲
間がいない

10.
いつも閑散としていて寂しい感じ
がする

11. その他

12. 特に困ること・困ったことはない

無回答

50.1

13.9

8.7

16.9

20.7

21.5

6.7

15.4

11.6

8.4

11.9

18.4

2.2

0.0

50.5

13.0

13.0

23.8

24.4

22.1

4.3

10.4

17.5

11.4

10.3

17.2

1.2

0 20 40 60 80 100
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② 子どもと外出する際に、困ること・困ったこと（複数回答） 

【就学前児童】 

Ｈ30調査では、「7.買い物中などに

子どもを遊ばせる場所がない」の割合

が 27.5％と最も高く、次いで「2.歩

道の段差などベビーカー等の通行が

困難」の割合が 25.5％、「3.交通機関

や建物がベビーカーでの移動に配慮

されていない」の割合が 24.2％とな

っています。 

Ｈ25調査と比較すると、「1.歩道や

信号がない通りが多く、安全面で心配」

の割合が 7.7 ポイント減少していま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

＜就学前＞ 
％

1.
歩道や信号がない通りが多く、
安全面で心配

2.
歩道の段差などベビーカー等
の通行が困難

3.
交通機関や建物がベビーカー
での移動に配慮されていない

4.
授乳する場所や必要な設備が
ない

5.
オムツ替えや親子での利用に
便利なトイレがない

6.
小さな子どもの食事に配慮され
た場所がない

7.
買い物中などに子どもを遊ばせ
る場所がない

8.
暗い通りや見通しのきかないと
ころが多く、子どもが犯罪被害
にあわないか心配

9.
周囲の人が子ども連れを迷惑
そうにみる

10.
困っているときに手を貸してくれ
る人が少ない

11. その他

12. 特に困ること・困ったことはない

無回答

21.2

25.5

24.2

14.6

22.1

18.7

27.5

17.3

7.5

7.6

6.9

20.9

2.4

0.0

28.9

29.1

27.6

12.9

18.8

19.1

27.5

20.9

9.5

9.1

4.6

16.1

1.4

0 20 40 60 80 100

平成30年度調査

(回答者数 = 670)

平成25年度調査

(回答者数 = 738)
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（11）地域における交流などの状況について 

① 近所や地域との付き合いの状況 

【就学前児童】 

Ｈ30調査では、「4.付き合いはほと

んどなく、あいさつをする程度」の割

合が 37.8％と最も高く、次いで「3.

少々付き合いがある」の割合が

28.1％、「2.付き合いがあり、やや親

しい」の割合が 18.7％となっていま

す。 

Ｈ25調査と比較すると、「4.付き合

いはほとんどなく、あいさつをする程

度」の割合が 8.7ポイント増加してい

ます。 

 

 

 

 

【小学生】 

Ｈ30調査では、「3.少々付き合いが

ある」、「4.付き合いはほとんどなく、

あいさつをする程度」の割合が、いず

れも 30.1％と最も高く、次いで「2.

付き合いがあり、やや親しい」の割合

が 23.7％となっています。 

Ｈ25調査と比較すると、「4.付き合

いはほとんどなく、あいさつをする程

度」の割合が 9.0ポイント増加し、「1.

親しい」の割合が 5.7ポイント減少し

ています。 

 

 

  

＜就学前＞ 

＜小学生＞ 

％

1. 親しい

2. 付き合いがあり、やや親しい

3. 少々付き合いがある

4.
付き合いはほとんどなく、あいさ

つをする程度

5. 分からない

無回答

9.6

18.7

28.1

37.8

1.0

4.9

0.0

13.1

20.3

24.5

29.1

0.3

12.6

0 20 40 60 80 100

平成30年度調査

(回答者数 = 670)

平成25年度調査

(回答者数 = 738)

％

1. 親しい

2. 付き合いがあり、やや親しい

3. 少々付き合いがある

4.
付き合いはほとんどなく、あいさ

つをする程度

5. 分からない

無回答

10.9

23.7

30.1

30.1

0.7

4.4

0.0

16.6

26.6

30.0

21.1

0.6

5.0

0 20 40 60 80 100

平成30年度調査

(回答者数 = 678)

平成25年度調査

(回答者数 = 856)
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② 子どもの地域での催しへの参加状況（複数回答） 

【就学前児童】 

Ｈ30調査では、「8.特に参加してい

ない」の割合が 71.9％と最も高く、

次いで「1.子育て支援サークルの活動」

の割合が 11.0％、「5. 子ども会等の

青少年団体活動」の割合が 8.4％とな

っています。 

Ｈ25調査と比較すると、「8.特に参

加していない」の割合が 7.4ポイント

増加し、「1.子育て支援サークルの活

動」の割合が 5.3ポイント減少してい

ます。 

 

 

 

 

 

 

【小学生】 

Ｈ30調査では、「8.特に参加してい

ない」の割合が 58.1％と最も高く、

次いで「5.子ども会等の青少年団体活

動」の割合が 20.1％、「2.スポーツ活

動」の割合が 17.1％となっています。 

Ｈ25調査と比較すると、「8.特に参

加していない」の割合が 12.4ポイン

ト増加し、「2.スポーツ活動」、「5.子

ども会等の青少年団体活動」がそれぞ

れ 8.4ポイント、5.7ポイント減少し

ています。 

 

 

 

  

＜就学前＞ 

＜小学生＞ 

平成30年度調査

(回答者数 = 670)

平成25年度調査

(回答者数 = 738)

％

1. 子育て支援サークルの活動

2. スポーツ活動

3. 文化・音楽活動

4. キャンプ等の野外活動

5. 子ども会等の青少年団体活動

6.
リサイクル等の環境分野での社
会貢献活動

7. その他の活動

8. 特に参加していない

無回答

11.0

4.6

2.5

0.9

8.4

0.6

4.2

71.9

1.9

0.0

16.3

6.0

4.6

1.4

9.3

1.1

5.1

64.5

1.9

0 20 40 60 80 100

平成30年度調査

(回答者数 = 678)

平成25年度調査

(回答者数 = 856)

％

1. 子育て支援サークルの活動

2. スポーツ活動

3. 文化・音楽活動

4. キャンプ等の野外活動

5. 子ども会等の青少年団体活動

6.
リサイクル等の環境分野での社
会貢献活動

7. その他の活動

8. 特に参加していない

無回答

1.8

17.1

3.7

1.0

20.1

0.4

5.0

58.1

1.5

0.0

4.8

25.5

7.6

2.2

25.8

2.2

8.5

45.7

0.8

0 20 40 60 80 100
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（12）仕事と子育ての両立について 

① 仕事と子育ての両立で大変だと感じていること（複数回答） 

【就学前児童】 

Ｈ30調査では、「2.自分や子どもが

病気・ケガをした時に世話をする人が

いない」の割合が 47.6％と最も高く、

次いで「7.子どもと接する時間が少な

い」の割合が 43.4％、「1.急な残業が

入ってしまう」の割合が 38.7％とな

っています。 

Ｈ25調査と比較すると、「2.自分や

子どもが病気・ケガをした時に世話を

する人がいない」、「1.急な残業が入っ

てしまう」、「7.子どもと接する時間が

少ない」、「9.特にない」の割合が、そ

れぞれ 21.6 ポイント、13.2 ポイン

ト、11.6 ポイント、5.0 ポイント増

加しています。 

 

 

【小学生】 

Ｈ30調査では、「2.自分や子どもが

病気・ケガをした時に世話をする人が

いない」の割合が 36.7％と最も高く、

次いで「7.子どもと接する時間が少な

い」の割合が 30.2％、「1.急な残業が

入ってしまう」の割合が 28.2％とな

っています。 

Ｈ25調査と比較すると、「1.急な残

業が入ってしまう」の割合が 6.5ポイ

ント増加しています。 

 

  

＜就学前＞ 

＜小学生＞ 

平成30年度調査

(回答者数 = 670)

平成25年度調査

(回答者数 = 738)

％

1. 急な残業が入ってしまう

2.
自分や子どもが病気・ケガをし
た時に世話をする人がいない

3. 家族の理解が得られない

4. 職場の理解が得られない

5.
子どものほかに世話をしなけれ
ばならない人がいる

6.
子どもを預けられる保育所など
がみつからない

7. 子どもと接する時間が少ない

8. その他

9. 特にない

無回答

38.7

47.6

4.5

12.7

3.0

6.4

43.4

9.0

11.6

11.9

0.0

25.5

26.0

3.1

11.8

1.2

4.7

31.8

7.6

6.6

42.4

0 20 40 60 80 100

％

1. 急な残業が入ってしまう

2.
自分や子どもが病気・ケガをし
た時に世話をする人がいない

3. 家族の理解が得られない

4. 職場の理解が得られない

5.
子どものほかに世話をしなけれ
ばならない人がいる

6.
子どもを預けられる保育所など
がみつからない

7. 子どもと接する時間が少ない

8. その他

9. 特にない

無回答

28.2

36.7

4.6

6.9

4.7

1.5

30.2

5.3

26.8

7.5

0.0

21.7

32.6

3.6

9.0

4.1

4.6

28.2

8.2

26.2

11.7

0 20 40 60 80 100

平成30年度調査

(回答者数 = 678)

平成25年度調査

(回答者数 = 856)
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② 母親の育児休業の取得状況 

【就学前児童】 

Ｈ30調査では、「2.取得した（取得

中である）」の割合が 43.9％と最も高

く、次いで「1.働いていなかった」の

割合が 40.7％、「3.取得していない」

の割合が 10.6％となっています。 

Ｈ25調査と比較すると、「2.取得し

た（取得中である）」の割合が 15.4

ポイント増加し、「1.働いていなかっ

た」の割合が 18.0 ポイント減少して

います。 

 

③ 父親の育児休業の取得状況 

【就学前児童】 

Ｈ30調査では、「3.取得していない」

の割合が 83.7％と最も高くなってい

ます。 

 

 

 

 

 

 

  

＜就学前＞ 

＜就学前＞ 

％

1. 働いていなかった

2. 取得した（取得中である）

3. 取得していない

無回答

40.7

43.9

10.6

4.8

0.0

44.3

39.1

12.9

3.8

58.7

28.5

10.0

2.8

0 20 40 60 80 100

平成30年度調査

(回答者数 = 670)

平成28年度調査

(回答者数 = 745)

平成25年度調査

(回答者数 = 738)

％

1. 働いていなかった

2. 取得した（取得中である）

3. 取得していない

無回答

1.0

4.8

83.7

10.4

0.0

2.6

1.3

81.1

15.0

0.8

1.8

87.3

10.2

0 20 40 60 80 100

平成30年度調査

(回答者数 = 670)

平成28年度調査

(回答者数 = 745)

平成25年度調査

(回答者数 = 738)
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（13）子育てに関して、日頃悩んでいること、不安に感じることについて 

① 子どものことで日頃悩んでいること、不安に感じること（複数回答） 

【就学前児童】 

Ｈ30調査では、「5.子どものしつけ」

の割合が 53.3％と最も高く、次いで

「9.子どもの教育や将来の教育費」の

割合が 46.4％、「3.食事や栄養」の割

合が 29.0％となっています。 

Ｈ25調査と比較すると、「5.子ども

のしつけ」、「9.子どもの教育や将来の

教育費」の割合が、それぞれ 7.4ポイ

ント、5.5 ポイント減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※Ｈ25 調査には「2.子どもの障害」、「6.子どもとの時間がとれない」、「11.友達付き合い（いじめ等を含

む）」、「12.登園を渋る」の選択肢はありませんでした。 

  

＜就学前＞ 

51.9

平成30年度調査

(回答者数 = 670)

平成28年度調査

(回答者数 = 745)

平成25年度調査

(回答者数 = 738)

％

1. 病気や発育・発達

2. 子どもの障害

3. 食事や栄養

4. 育児の方法

5. 子どものしつけ

6. 子どもとの時間がとれない

7. 子どもとの接し方

8. 子どもの遊び

9. 子どもの教育や将来の教育費

10. 子育てで出費がかさむ

11. 友達付き合い（いじめ等を含む）

12. 登園を渋る

13.
子どもの生活リズムが乱れてい

る

14. 特にない

15. その他

無回答

27.8

6.1

29.0

22.8

53.3

17.3

25.5

11.2

46.4

23.0

27.5

2.8

5.2

8.5

2.7

1.0

27.9

3.1

25.9

14.8

43.9

13.6

14.5

6.3

51.9

19.5

19.2

0.3

5.2

5.6

1.5

0.4

32.4

－

28.9

27.5

60.7

－

23.7

14.0

51.9

22.4

－

－

6.0

13.7

3.0

1.1

0 20 40 60 80 100
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【小学生】 

Ｈ30調査では、「9.子どもの教育や

将来の教育費」の割合が 54.0％と最

も高く、次いで「5.子どものしつけ」

の割合が 39.5％、「11.友達付き合い

（いじめ等を含む）」の割合が 38.2％

となっています。 

Ｈ25調査と比較すると、「9.子ども

の教育や将来の教育費」、「11.友達付

き合い（いじめ等を含む）」、「4.育児

の方法」、「1.病気や発育・発達」の割

合が、それぞれ 14.6 ポイント、14.4

ポイント、11.6 ポイント、5.1 ポイ

ント減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※Ｈ25 調査には「2.子どもの障害」、「5.子どものしつけ」、「8.子どもの遊び」、「10.子育てで出費がかさ

む」の選択肢はありませんでした。 

 

 

 

  

＜小学生＞ 

％

1. 病気や発育・発達

2. 子どもの障害

3. 食事や栄養

4. 育児の方法

5. 子どものしつけ

6. 子どもとの時間がとれない

7. 子どもとの接し方

8. 子どもの遊び

9. 子どもの教育や将来の教育費

10. 子育てで出費がかさむ

11. 友達付き合い（いじめ等を含む）

12. 登校を渋る

13.
子どもの生活リズムが乱れてい

る

14. 特にない

15. その他

無回答

19.2

8.6

15.0

11.2

39.5

16.1

25.4

10.2

54.0

26.4

38.2

3.2

8.0

9.9

2.2

0.9

16.7

6.1

13.0

3.4

33.8

11.7

14.0

5.7

62.6

25.3

30.1

2.4

5.7

6.6

4.9

0.3

24.3

－

19.4

22.8

－

15.3

28.5

－

68.6

－

52.6

1.9

10.9

22.2

4.7

1.3

0 20 40 60 80 100

62.6

平成30年度調査

(回答数 = 678)

平成28年度調査

(回答数 = 755)

平成25年度調査

(回答数 = 856)
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② 保護者が日頃悩んでいること、不安に感じること（複数回答） 

【就学前児童】 

Ｈ30調査では、「5.子どもを叱りす

ぎているような気がする」の割合が

39.1％と最も高く、次いで「1.仕事

や自分のやりたいことができない」の

割合が 29.3％、「8.子育てによる身体

の疲れが大きい」の割合が 24.9％と

なっています。 

Ｈ25調査と比較すると、「12.特に

ない」「5.子どもを叱りすぎているよ

うな気がする」「1.仕事や自分のやり

たいことができない」「4.保護者同士

の交流・付き合いが難しい」「8.子育

てによる身体の疲れが大きい」がそれ

ぞれ14.1ポイント、10.1ポイント、

10.0 ポイント、7.5 ポイント、5.5

ポイント減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

＜就学前＞ 

％

1.
仕事や自分のやりたいことがで

きない

2.
配偶者・パートナーの協力が少

ない

3.
話し相手や相談相手、協力者
がいない

4.
保護者同士の交流・付き合いが
難しい

5.
子どもを叱りすぎているような気
がする

6.

子育てのストレスがたまって、

子どもに手をあげたり、世話をし
なかったりしてしまう

7.

地域の子育て支援サービスの

内容や利用・申し込み方法がよ
くわからない

8.
子育てによる身体の疲れが大き
い

9. 夫婦で楽しむ時間がない

10.
家族の中での子育て方針の違
い

11. 住居が狭い

12. 特にない

13. その他

無回答

29.3

14.9

6.6

11.9

39.1

5.1

3.7

24.9

16.7

7.3

13.7

18.1

5.8

3.0

27.9

13.4

3.6

16.5

34.6

6.6

5.6

24.3

11.4

6.7

8.9

18.8

5.4

1.1

39.3

15.7

4.2

19.4

49.2

5.7

7.7

30.4

12.7

5.8

10.7

32.2

6.8

1.6

0 20 40 60 80 100

平成30年度調査

(回答者数 = 670)

平成28年度調査

(回答者数 = 745)

平成25年度調査

(回答者数 = 738)
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【小学生】 

Ｈ30調査では、「5.子どもを叱りす

ぎているような気がする」の割合が

36.3％と最も高く、次いで「12.特に

ない」の割合が 27.0％、「1.仕事や自

分のやりたいことができない」の割合

が 18.4％となっています。 

Ｈ25調査と比較すると、「1.仕事や

自分のやりたいことができない」、「4.

保護者同士の交流・付き合いが難し

い」、「5.子どもを叱りすぎているよう

な気がする」、「2.配偶者・パートナー

の協力が少ない」の割合が、それぞれ

11.7ポイント、11.4ポイント、11.0

ポイント、6.5ポイント減少していま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※Ｈ25 調査には「11.住居が狭い」、「12.特にない」、「13.その他」の選択肢はありませんでした。 

 

 

 

 

  

＜小学生＞ 

％

1.
仕事や自分のやりたいことがで

きない

2.
配偶者・パートナーの協力が少

ない

3.
話し相手や相談相手、協力者

がいない

4.
保護者同士の交流・付き合いが

難しい

5.
子どもを叱りすぎているような気

がする

6.

子育てのストレスがたまって、

子どもに手をあげたり、世話をし

なかったりしてしまう

7.

地域の子育て支援サービスの

内容や利用・申し込み方法がよ

くわからない

8.
子育てによる身体の疲れが大き

い

9. 夫婦で楽しむ時間がない

10.
家族の中での子育て方針の違

い

11. 住居が狭い

12. 特にない

13. その他

無回答

18.4

14.3

4.7

13.6

36.3

4.7

2.7

11.7

8.4

6.2

11.1

27.0

7.4

2.4

18.3

15.6

5.3

17.2

33.4

4.5

4.5

12.2

6.0

7.8

8.2

24.4

6.8

1.5

30.1

20.8

7.2

25.0

47.3

5.0

6.3

13.0

44.4

6.3

－

－

－

2.9

0 20 40 60 80 100

平成30年度調査

(回答数 = 678)

平成28年度調査

(回答数 = 755)

平成25年度調査

(回答数 = 856)
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（14）子育てについての気持ち 

【就学前児童】 

Ｈ30調査では、「2.楽しい」の割合

が 47.6％と高く、次いで「3.少し不

安・負担を感じる」の割合が 23.7％、

「1.とても楽しい」の割合が 18.4％

となっています。 

Ｈ25調査と比較すると、「3.少し不

安・負担を感じる」の割合が 6.6ポイ

ント増加しています。 

 

 

 

 

【小学生】 

Ｈ30調査では、「2.楽しい」の割合

が 44.1％と高く、次いで「3.少し不

安・負担を感じる」の割合が 24.3％、

「1.とても楽しい」の割合が 16.7％

となっています。 

Ｈ25調査と比較すると、「2.楽しい」

の割合が 5.4 ポイント増加していま

す。 

 

 

  

＜小学生＞ 

＜就学前＞ 

％

1. とても楽しい

2. 楽しい

3. 少し不安・負担を感じる

4. とても不安・負担を感じる

5. どちらとも言えない

無回答

18.4

47.6

23.7

3.0

6.0

1.3

24.6

41.7

23.2

3.4

5.8

0.3

20.9

44.6

17.1

2.4

7.9

7.2

0 20 40 60 80 100

平成30年度調査

(回答者数 = 670)

平成28年度調査

(回答者数 = 745)

平成25年度調査

(回答者数 = 738)

％

1. とても楽しい

2. 楽しい

3. 少し不安・負担を感じる

4. とても不安・負担を感じる

5. どちらとも言えない

無回答

16.7

44.1

24.3

5.8

8.3

0.9

0.0

20.8

41.5

22.1

6.1

9.1

0.4

18.7

38.7

22.8

2.9

12.6

4.3

0 20 40 60 80 100

平成30年度調査

(回答者数 = 678)

平成28年度調査

(回答者数 = 755)

平成25年度調査

(回答者数 = 856)
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（15）子育てに必要な施策などの情報の入手方法（複数回答） 

【就学前児童】 

Ｈ30調査では、「1.市の広報やパン

フレット（市政だより、宇治子育て情

報誌など）」の割合が 59.6％と最も高

く、次いで「3.インターネット（ホー

ムページ、ブログ、ツイッター・フェ

イスブックなどを含む）」の割合が

51.6％、「6.友人・知人」の割合が

39.4％となっています。 

Ｈ25調査と比較すると、「3.インタ

ーネット（ホームページ、ブログ、ツ

イッター・フェイスブックなどを含

む）」の割合が、13.0 ポイント増加し、

「9.保育所、認定こども園、幼稚園、

学校」、「7.隣近所・地域の人」、「6.友

人・知人」、「1.市の広報やパンフレッ

ト（市政だより、宇治子育て情報誌な

ど）」の割合が、それぞれ 12.9 ポイ

ント、6.7 ポイント、5.2 ポイント、

5.2ポイント減少しています。 

 

 

 

※Ｈ25 調査、Ｈ28 調査には「2.こども福祉課、保健センター（あんしん館）などの市の機関」の選択肢

はありませんでした。 

 

 

 

 

  

＜就学前＞ 

％

1.
市の広報やパンフレット（市政だ
より、宇治子育て情報誌など）

2.
こども福祉課、保健センター（あ
んしん館）などの市の機関

3.
インターネット（ホームページ、
ブログ、ツイッター・フェイスブッ
クなどを含む）

4. 子育て雑誌・育児書

5. テレビ、ラジオ、新聞

6. 友人・知人

7. 隣近所・地域の人

8. 子育てサークルの仲間

9.
保育所、認定こども園、幼稚
園、学校

10. 情報の入手先がない

11. 情報の入手手段がわからない

無回答

59.6

8.4

51.6

10.0

7.0

39.4

7.5

0.9

33.6

0.3

0.3

11.8

0.0

60.1

－

48.2

13.8

9.7

51.9

14.0

4.3

34.1

2.0

3.5

5.1

64.8

－

38.6

12.7

11.7

44.6

14.2

4.5

46.5

0.9

0.0

5.8

0 20 40 60 80 100

平成30年度調査

(回答者数 = 670)

平成28年度調査

(回答者数 = 745)

平成25年度調査

(回答者数 = 738)
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【小学生】 

Ｈ30調査では、「1.市の広報やパン

フレット（市政だより、宇治子育て情

報誌など）」の割合が 61.5％と最も高

く、次いで「6.友人・知人」の割合が

46.0％、「3.インターネット（ホーム

ページ、ブログ、ツイッター・フェイ

スブックなどを含む）」の割合が

42.0％となっています。 

Ｈ25調査と比較すると、「3.インタ

ーネット（ホームページ、ブログ、ツ

イッター・フェイスブックなどを含

む）」、「2.こども福祉課、保健センタ

ー（あんしん館）などの市の機関」の

割合が、それぞれ 12.6ポイント、6.2

ポイント増加し、「9.保育所、認定こ

ども園、幼稚園、学校」、「7.隣近所・

地域の人」、「1.市の広報やパンフレッ

ト（市政だより、宇治子育て情報誌な

ど）」の割合が、それぞれ 17.5 ポイ

ント、10.7 ポイント、5.7 ポイント

減少しています。 

 

 

 

※Ｈ25 調査、Ｈ28 調査には「2.こども福祉課、保健センター（あんしん館）などの市の機関」の選択肢

はありませんでした。 

 

  

＜小学生＞ ＜小学生＞ 

平成30年度調査

(回答者数 = 678)

平成28年度調査

(回答者数 = 755)

平成25年度調査

(回答者数 = 856)

％

1.
市の広報やパンフレット（市政だ
より、宇治子育て情報誌など）

2.
こども福祉課、保健センター（あ
んしん館）などの市の機関

3.
インターネット（ホームページ、
ブログ、ツイッター・フェイスブッ
クなどを含む）

4. 子育て雑誌・育児書

5. テレビ、ラジオ、新聞

6. 友人・知人

7. 隣近所・地域の人

8. 子育てサークルの仲間

9.
保育所、認定こども園、幼稚
園、学校

10. 情報の入手先がない

11. 情報の入手手段がわからない

無回答

61.5

6.2

42.0

5.5

12.4

46.0

10.9

0.9

22.3

1.2

1.8

6.8

0.0

54.8

0.0

41.2

8.5

11.1

50.1

20.1

1.6

21.9

1.9

4.4

9.9

67.2

0.0

29.4

4.4

14.4

47.8

21.6

0.0

39.8

1.8

5.6

3.9

0 20 40 60 80 100
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７ 「宇治市子ども・子育て支援事業計画」の成果と課題 

基本目標１ 子どもの健やかな成長・発達への支援の充実 

主な取り組みとして、保育所等への保健師・栄養士・障害児保育指導員等による助

言・指導の実施や、予防接種法に基づく予防接種の周知・啓発、妊婦全員との面談の

実施、乳幼児への食育推進、乳幼児相談、発達相談、小中一貫教育の推進などさまざ

まな取り組みを継続して進めてきました。また、父子手帳の交付や、産後ケア事業に

よる育児不安の解消など、新たな取り組みも行っており、平成 30年 4 月には子育て

世代包括支援センターを設置し、妊娠から子育てまで切れ目のない総合的な支援を進

める体制づくりにも取り組んできました。さらに、食育の観点から児童の栄養面に配

慮した適塩の取り組みを進めるなど子どもの健やかな成長・発達への支援に努めてき

ました。 

子どもの健やかな成長・発達への支援をさらに進めるため、子育て講座、子育て相

談窓口等のさらなる周知をはじめ、ハイリスク妊婦への対応について児童虐待の未然

防止の観点からも、医療機関との連携強化に努めていきます。また、子どもを取り巻

くインターネット環境の複雑化に伴い、SNS等によるいじめ対策についても検討を進

める必要があります。さらに、子どもの安全安心を確保する観点から、通学路におけ

る防犯を含めた安全対策にも取り組む必要があります。  

引き続き施策を実施するにあたっては、「児童の権利に関する条約」や「人権三法」

の趣旨をふまえて対応していくとともに、関係機関との連携については、個人情報保

護にも十分配慮しつつ、そのあり方を引き続き検討していく必要があります。 

 

基本目標２ 安心して子どもを生み育てられる環境づくりの推進 

主な取り組みとして、有料広告事業を活用した「宇治子育て情報誌」や「ＬＩＮＥ」

などを活用した子育て情報の発信、子育て支援拠点での子育て相談や、市役所１階市

民交流ロビーで開設している「来庁者子育て支援コーナー」における子どもの一時預

かり、各種事業紹介や子育て相談の実施、市役所トイレにおむつ交換台や乳幼児チェ

アの設置による設備の充実、さらに市独自の制度として乳幼児医療の拡大などによる

経済的負担の軽減など安心して子どもを生み育てられる環境づくりに取り組んできま

した。  
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就学前児童の保護者のニーズ調査において、「子育ての環境や支援への満足度」は、

５段階評価で満足度の高い５または４と回答した割合が、平成 25 年調査の 17.5％

から平成 30 年調査の 30％、また、小学生の保護者についても、平成 25 年調査の

17.4％から平成 30 年調査の 22.6％と、いずれも増加しており、この間の取り組み

の成果が満足度の向上に寄与していると考えられます。 

今後も引き続き、妊娠、出産、産後、子育ての不安を解消し、安心して子どもを生

み育てることができるよう体制整備の充実を行い、支援が必要な家庭に対し、医療・

保健・福祉・教育などの関係機関と本市が連携した切れ目のない支援を行うことが必

要です。また、子育て施策に関する更なる情報提供の充実を図るとともに、ダブルケ

アなど新たな課題に対応した相談体制の確立が求められています。 

 

基本目標３ 地域で子育て支援ができる環境づくりの推進 

主な取り組みとして、子育て家庭の保護者とその子どもが気軽に集い、相互に交流

を図ることができ、子育てに関する相談や情報提供などを行う地域子育て支援拠点を

市内全 10中学校区に整備が完了し、利用者数は平成 30年度に延べ 5万人を突破し

ました。 

さらに、認定こども園等での園庭開放の実施、ファミリー・サポート・センターの

相互援助活動による子育て支援、生涯学習施設における子ども向けのイベントの開催、

乳幼児の時期から絵本に親しむための図書館でのおはなし会の充実など、地域で子育

て支援ができるさまざまな取り組みを進めてきました。 

一方で、ニーズ調査では、近所や地域との付き合いの状況は、「親しい」「付き合い

があり、やや親しい」の割合が平成 25年度調査に比べ減少し、「少々付き合いがある」

「付き合いはほとんどなく、あいさつをする程度」の割合が、平成 25 年調査に比べ

増加しており、地域のつながりの希薄化が進んでいることがうかがえます。 

また、ニーズ調査において、0、1 歳で「地域子育て支援拠点事業」の利用が多い

ことからも、乳児期からの子どもが身近な地域で安全・安心な環境で育つために、地

域子育て支援拠点の充実をはじめ、地域での交流、地域の見守りなど地域資源を活か

した子育て環境の充実を図るとともに、地域社会全体で子どもを育てる観点から、学

校・家庭・地域による相互連携をさらに強化していくことや、子育てを通じたコミュ

ニティ形成への支援などが必要となっています。一方で、子育てサークルの数は減少

傾向にあるものの、備品等の貸出、保育士・保健師の派遣など、サークルへの支援に

引き続き取り組む必要があります。  
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また、地域の子育ての相互援助活動であるファミリー・サポート・センター事業に

おいては、特に「援助会員（子育て等のお手伝いをしたい人）」の新規登録数が伸び悩

んでおり、「依頼会員（子育て等の手助けをしてほしい人）」の希望に沿った利用がで

きるよう、会員確保を図るなど、今後も引き続き地域の子育て支援の環境づくりに取

り組んでいく必要があります。 

 

基本目標４ 仕事と子育てを両立できる環境づくりの推進 

主な取り組みとして、保育所・認定こども園等の定員増加、育成学級の定員増加及

び利用対象の小学校 6年生への拡大、乳幼児健康支援一時預かり事業の実施場所の 1

か所新規開設及び利用対象の小学校 6年生への拡大など、共働き家庭の子育て支援を

行ってきました。さらに、保育所における病児保育（体調不良児対応型）の実施園の

増加や、市立幼稚園での預かり保育の試行実施、放課後子ども教室の実施、ワーク・

ライフ・バランスの普及・啓発活動など、保護者が仕事と子育てを両立できる環境づ

くりに取り組んできました。 

ニーズ調査では、子育てを主に行っている人は、「父母ともに」の割合が約 50％で、

平成 25 年度の調査結果よりも増加しており、子育てを行う父親の割合は増加傾向に

あると言えます。しかし、育児休業を取得した割合は、母親が約 40％となっている

ものの、父親は約５％となっており、育児・介護休業法の改正等、法律の整備は進ん

でいる一方で、父親の育児休業の取得が依然として難しい状況も見受けられます。ま

た、小学生になった際に放課後児童クラブ（育成学級）の利用を希望する割合は 40％

を超えています。 

近年の女性の就労率の上昇による学童保育のニーズや令和元年 10 月からの幼児教

育・保育の無償化による今後の保育ニーズへの影響を引き続き注視するとともに、保

育の受け皿と保育人材の確保とともに教育・保育のさらなる質の向上に取り組んでい

きます。また、事業所等への働き方改革についての働きかけや父親への子育てへの参

画を促進することも求められています。 
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基本目標５ 配慮を必要とする家庭へのきめ細かな取組の推進 

主な取り組みとして、宇治市要保護児童対策地域協議会の代表者会議・調整会議・

連携会議等による児童虐待に関する情報共有のほか、18 歳未満の児童がいる家庭を

対象とした専門相談員によるこども家庭相談、地域子育て支援拠点や来庁者子育て支

援コーナーでの相談対応、それぞれの相談窓口と関係機関との連携、妊娠期からの相

談体制の充実によるハイリスク妊婦の把握、ひとり親家庭に対する相談対応や各種制

度の実施、障害のある児童に対する各種給付事業の実施など、配慮を要する児童のい

る家庭への支援に取り組んできました。また、児童扶養手当の多子加算額の倍増、全

部支給の所得制限の引き上げなど、ひとり親家庭への経済的支援の拡充に加え、府と

連携した里親制度の普及・啓発活動の充実や、民間事業者による放課後デイサービス

事業を拡大しました。さらに、平成 29 年度より、こども家庭相談と児童相談所によ

る児童虐待案件の共有化に取り組むとともに、こども家庭相談を市役所本庁へ移転し、

関係機関との連携強化や人員体制の強化を行うなど、配慮を必要とする家庭へのきめ

細かな取り組みを進めてきました。 

配慮を必要とする家庭に対して、相談対応の充実や児童虐待防止の取り組みをさら

に進めるため、児童相談所をはじめとした関係機関との連携を一層強化し、要保護児

童対策地域協議会における活動の充実や児童虐待防止の広報・啓発に今後も努め、子

どもの虐待相談への対応を引き続き強化する体制を構築する必要があります。 

また、発達に課題のある子どもへの支援として、各種健診や相談等を通じて、障害

の早期発見・早期支援の充実に取り組んでいくとともに、ひとり親家庭に対し、自立

に向けた支援を強化していく必要があります。 

 

  


